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(百万円未満切捨て)

１．2025年５月期第１四半期の連結業績（2024年６月１日～2024年８月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年５月期第１四半期 8,370 △0.6 1,651 △9.9 1,708 △9.1 1,146 △10.7

2024年５月期第１四半期 8,418 1.2 1,832 1.6 1,880 0.7 1,283 1.2
(注)包括利益 2025年５月期第１四半期 1,044百万円(△24.4％) 2024年５月期第１四半期 1,380百万円( 5.4％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年５月期第１四半期 88.34 －

2024年５月期第１四半期 98.24 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年５月期第１四半期 34,613 28,525 81.4

2024年５月期 36,194 28,001 76.4
(参考) 自己資本 2025年５月期第１四半期 28,161百万円 2024年５月期 27,645百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年５月期 － 40.00 － 40.00 80.00

2025年５月期 －

2025年５月期(予想) 45.00 － 45.00 90.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年５月期の連結業績予想（2024年６月１日～2025年５月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 30,000 2.5 4,300 1.6 2,900 △3.8 223.46
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年５月期１Ｑ 13,153,293株 2024年５月期 13,153,293株

② 期末自己株式数 2025年５月期１Ｑ 175,934株 2024年５月期 175,785株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年５月期１Ｑ 12,977,445株 2024年５月期１Ｑ 13,061,502株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた
っての注意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報
に関する説明」をご覧下さい。

（決算説明資料の入手方法）
決算説明資料につきましては、決算発表後速やかに当社ウェブサイトに掲載予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済活動の正常化に伴うインバウンド需要の大幅な回復や堅

調な企業業績等を背景に、雇用・所得環境の改善など景気は緩やかな回復が続きましたが、原材料・エネルギー価

格の高止まりや継続する物価上昇など設備投資や個人消費が下振れする懸念要素もあり、依然として不透明な状況

が続いております。

こうした状況のもと、当社グループのディスクロージャー関連事業に関係が深い国内株式市場においては、国内

景気の本格的な回復および業績好調な半導体関連株への期待等を背景に７月初旬には再び日経平均株価は40,000円

台を回復しましたが、下旬には米国の景気減速懸念や日銀による利上げ観測の高まり等から日経平均株価は大幅に

下落、また８月初旬には過去最大の下げ幅を記録するなど不安定な状況が続き、日経平均株価は31,000円台から

42,000円台の水準で推移しました。

このような事業環境において、多様化・高度化する情報開示に対するシステムの技術革新等を含めた対応要請、

オンライン化、事業体のグローバル化への動きは今後も一層進展していくものと考えております。

ディスクロージャー関連事業では、企業価値の拡大を目指すお客様のニーズにお応えするべく、決算開示実務の

一層の利便性向上を推進する統合型ビジネスレポートシステム「WizLabo（ウィズラボ）」の導入社数の増加に注力

し、「ネットで招集」や株主総会の動画配信（ライブ・オンデマンド）をはじめとする株主総会プロセスの電子化

への対応にも引き続き取り組んでまいりました。また、改訂コーポレートガバナンス・コード適用や資本コストを

意識した経営の実現に向け積極性を増すステークホルダーとの対話や、海外投資家に向けた英語での会社情報の開

示への一層の取り組みに際して必要となるIR支援・翻訳サービスのほかにも、サステナビリティ情報を含む非財務

情報開示の充実化への需要に対する統合報告書の作成や環境関連のコンサルティング等、各サービスにおける提案

力・制作体制・品質の強化を進めてまいりました。

通訳・翻訳事業では、通訳事業においては、日本での国際会議、イベントが復活し、コロナ禍で需要が増えたオ

ンラインでの社内会議は安定的に推移したことにより、オンサイトでの会議、オンラインとの組み合わせによるハ

イブリッド型会議など様々な形式で受注件数や顧客数が増加しております。翻訳事業においては受注件数が増加し

ており、体制の強化に努めるとともに工程の見直し等による原価率の改善などにも注力してまいりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は8,370百万円（前年同四半期比48百万円減、同0.6％減）となり

ました。利益面については、営業利益は1,651百万円（同180百万円減、同9.9％減）、経常利益は1,708百万円（同

171百万円減、同9.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,146百万円（同136百万円減、同10.7％減）と

なりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

なお、セグメントの業績数値は、セグメント間の内部売上高又は振替高を相殺消去し記載しております。

（ディスクロージャー関連事業）

当セグメントにおきましては、株主総会招集通知の売上が減少したことにより、売上高は6,287百万円（同63

百万円減、同1.0％減）、セグメント利益は1,440百万円（同158百万円減、同9.9％減）となりました。

「ディスクロージャー関連事業」を製品区分別にご説明いたしますと、次のとおりであります。

・金融商品取引法関連製品

統合型ビジネスレポートシステム「WizLabo」の導入顧客数の増加や、目論見書の売上が増加したことにより、

売上高は2,662百万円（同36百万円増、同1.4％増）となりました。

・会社法関連製品

お客様の多くが３月決算会社のため、株主総会関連製品の納品が５月から６月に集中します。株主総会招集通

知の早期開示傾向の影響により、関連する売上が前連結会計年度の2024年５月に移行する傾向が見られ、売上高

は1,658百万円（同213百万円減、同11.4％減）となりました。

・ＩＲ関連製品

事業報告書の売上が減少したことにより、売上高は1,496百万円（同１百万円減、同0.1％減）となりました。

・その他製品

公告関連等の売上が増加したことにより、売上高は470百万円（同115百万円増、同32.7％増）となりました。
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なお、当セグメントの売上高はお客様の決算期が３月に集中していることに伴い季節的変動があり、第１四半

期および第４四半期の売上高が他の四半期に比べて多くなる傾向があります。

（通訳・翻訳事業）

当セグメントにおきましては、売上高は2,083百万円（同14百万円増、同0.7％増）となりました。

通訳事業においては、2023年５月前後からコロナ禍で中止、延期となっていたイベントや国際会議などが実施

されたりと需要が一気に増えましたが、2023年後半から通常に戻りつつあります。コロナ禍で増えたオンライン

での社内会議は引き続き需要があり、オンサイトでの会議、オンラインとの組み合わせによるハイブリッド型会

議など様々な形式での案件があり、取引社数は増加しているものの大型案件の減少により、売上高は前年同四半

期を下回りました。

翻訳事業においては、国内外、業種や分野で増減がありましたが、売上高は前年同四半期を上回りました。

一方、利益面では、体制強化による販管費の上昇や、翻訳単価が下がっていることもあり原価率が高く推移し

たことでセグメント利益は114百万円（同35百万円減、同23.8％減）となりました。

（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて1,338百万円(6.2％)減少し、20,159百万円となりました。これは、

現金及び預金が1,607百万円増加し、受取手形及び売掛金が2,631百万円、仕掛品が365百万円それぞれ減少した

ことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて242百万円(1.7％)減少し、14,453百万円となりました。これは、繰

延税金資産が28百万円増加し、ソフトウエアが116百万円、投資有価証券が82百万円それぞれ減少したことなど

によります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて1,581百万円(4.4％)減少し、34,613百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて2,013百万円(29.0％)減少し、4,933百万円となりました。これは、

賞与引当金が431百万円増加し、買掛金が918百万円、未払費用が1,317百万円それぞれ減少したことなどにより

ます。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて92百万円(7.4％)減少し、1,154百万円となりました。これは、長期

借入金が７百万円、繰延税金負債が82百万円減少したことなどによります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて2,105百万円(25.7％)減少し、6,087百万円となりまし

た。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて524百万円(1.9％)増加し、28,525百万円となりました。これは、

親会社株主に帰属する四半期純利益1,146百万円の計上による増加と剰余金の配当519百万円などによります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2024年７月９日発表の通期の業績予想に変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,640,894 16,248,129

受取手形及び売掛金 5,508,455 2,877,084

仕掛品 994,114 628,199

原材料及び貯蔵品 31,232 36,195

その他 335,239 379,094

貸倒引当金 △11,283 △8,820

流動資産合計 21,498,653 20,159,882

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,385,843 3,401,582

減価償却累計額 △2,720,461 △2,732,522

建物及び構築物（純額） 665,381 669,060

機械装置及び運搬具 1,387,256 1,387,256

減価償却累計額 △1,216,198 △1,228,228

機械装置及び運搬具（純額） 171,057 159,027

土地 3,130,576 3,130,576

建設仮勘定 375,133 375,133

その他 984,347 997,419

減価償却累計額 △793,757 △802,558

その他（純額） 190,589 194,861

有形固定資産合計 4,532,737 4,528,657

無形固定資産

のれん 1,900,789 1,848,411

顧客関連資産 660,794 633,261

ソフトウエア 1,711,062 1,594,529

ソフトウエア仮勘定 193,949 252,911

その他 309,023 299,188

無形固定資産合計 4,775,619 4,628,301

投資その他の資産

投資有価証券 3,332,550 3,250,272

退職給付に係る資産 1,116,711 1,064,552

繰延税金資産 78,457 107,082

その他 862,136 876,818

貸倒引当金 △1,871 △1,871

投資その他の資産合計 5,387,984 5,296,853

固定資産合計 14,696,341 14,453,812

資産合計 36,194,994 34,613,695
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,799,507 881,405

短期借入金 50,000 50,000

1年内返済予定の長期借入金 28,884 28,884

未払法人税等 840,264 634,629

未払費用 1,984,879 667,703

契約負債 1,384,553 1,380,080

賞与引当金 － 431,453

役員賞与引当金 44,003 7,515

その他 814,252 851,532

流動負債合計 6,946,343 4,933,204

固定負債

長期借入金 28,188 20,967

長期未払金 69,377 69,377

繰延税金負債 893,772 811,534

退職給付に係る負債 255,837 252,635

固定負債合計 1,247,174 1,154,514

負債合計 8,193,518 6,087,719

純資産の部

株主資本

資本金 2,278,271 2,278,271

資本剰余金 4,433,053 4,433,053

利益剰余金 19,248,769 19,876,058

自己株式 △409,546 △409,974

株主資本合計 25,550,549 26,177,410

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,127,041 1,064,591

為替換算調整勘定 34,466 48,509

退職給付に係る調整累計額 933,129 870,878

その他の包括利益累計額合計 2,094,637 1,983,979

非支配株主持分 356,289 364,587

純資産合計 28,001,475 28,525,976

負債純資産合計 36,194,994 34,613,695
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年６月１日
至 2023年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年６月１日
至 2024年８月31日)

売上高 8,418,741 8,370,196

売上原価 4,627,602 4,664,439

売上総利益 3,791,138 3,705,757

販売費及び一般管理費

販売促進費 104,459 94,744

運賃及び荷造費 55,825 51,178

貸倒引当金繰入額 △1,338 △2,462

役員報酬 61,836 72,479

給料及び手当 750,926 808,620

賞与引当金繰入額 198,322 234,683

役員賞与引当金繰入額 11,650 7,315

退職給付費用 10,723 △11,433

福利厚生費 173,206 186,685

修繕維持費 28,234 29,639

租税公課 65,660 77,859

減価償却費 63,704 67,795

のれん償却額 52,378 52,378

賃借料 78,776 86,217

その他 304,089 298,327

販売費及び一般管理費合計 1,958,454 2,054,029

営業利益 1,832,683 1,651,727

営業外収益

受取利息 71 485

受取配当金 30,709 40,113

為替差益 6,463 3,661

受取手数料 4,998 4,080

その他 5,625 8,335

営業外収益合計 47,867 56,675

営業外費用

支払利息 453 280

その他 0 0

営業外費用合計 454 280

経常利益 1,880,097 1,708,121

特別損失

固定資産除却損 0 385

投資有価証券売却損 － 213

投資有価証券評価損 1,203 －

特別損失合計 1,203 598

税金等調整前四半期純利益 1,878,893 1,707,522

法人税、住民税及び事業税 646,537 609,348

法人税等調整額 △58,508 △55,223

法人税等合計 588,028 554,124

四半期純利益 1,290,864 1,153,398

非支配株主に帰属する四半期純利益 7,754 7,008

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,283,110 1,146,389
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年６月１日
至 2023年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年６月１日
至 2024年８月31日)

四半期純利益 1,290,864 1,153,398

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 114,952 △62,422

為替換算調整勘定 12,026 15,304

退職給付に係る調整額 △37,679 △62,251

その他の包括利益合計 89,299 △109,369

四半期包括利益 1,380,163 1,044,029

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,371,194 1,035,731

非支配株主に係る四半期包括利益 8,969 8,297
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2023年６月１日 至 2023年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報
(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上
額(注)２

ディスクロー
ジャー
関連事業

通訳・翻訳
事業

計

売上高

金融商品取引法関連製品 2,625,360 － 2,625,360 － 2,625,360

会社法関連製品 1,872,644 － 1,872,644 － 1,872,644

ＩＲ関連製品 1,498,090 － 1,498,090 － 1,498,090

その他製品 354,158 － 354,158 － 354,158

通訳・翻訳事業 － 2,068,487 2,068,487 － 2,068,487

顧客との契約から生じる
収益

6,350,253 2,068,487 8,418,741 － 8,418,741

外部顧客への売上高 6,350,253 2,068,487 8,418,741 － 8,418,741

セグメント間の内部売上高
又は振替高

296 310,326 310,623 △310,623 －

計 6,350,550 2,378,813 8,729,364 △310,623 8,418,741

セグメント利益 1,598,646 150,421 1,749,068 83,615 1,832,683

(注) １．セグメント利益の調整額83,615千円には、持株会社（連結財務諸表提出会社）とセグメントとの内部
取引消去等△771,845千円、各報告セグメントに配分していない持株会社に係る損益855,461千円が含
まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2024年６月１日 至 2024年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報
(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上
額(注)２

ディスクロー
ジャー
関連事業

通訳・翻訳
事業

計

売上高

金融商品取引法関連製品 2,662,094 － 2,662,094 － 2,662,094

会社法関連製品 1,658,645 － 1,658,645 － 1,658,645

ＩＲ関連製品 1,496,279 － 1,496,279 － 1,496,279

その他製品 470,073 － 470,073 － 470,073

通訳・翻訳事業 － 2,083,102 2,083,102 － 2,083,102

顧客との契約から生じる
収益

6,287,093 2,083,102 8,370,196 － 8,370,196

外部顧客への売上高 6,287,093 2,083,102 8,370,196 － 8,370,196

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 308,745 308,745 △308,745 －

計 6,287,093 2,391,848 8,678,942 △308,745 8,370,196

セグメント利益 1,440,229 114,561 1,554,791 96,935 1,651,727

(注) １．セグメント利益の調整額96,935千円には、持株会社（連結財務諸表提出会社）とセグメントとの内部
取引消去等△1,325,777千円、各報告セグメントに配分していない持株会社に係る損益1,422,713千円
が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)およびのれんの償却額

は、次のとおりであります。

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
至 2023年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年６月１日
至 2024年８月31日)

減価償却費 251,406 248,992

のれんの償却額 52,378 52,378
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年９月30日

株式会社TAKARA & COMPANY

取締役会 御中

和泉監査法人

東京都新宿区

代表社員

業務執行社員
公認会計士 大 橋 剛

業務執行社員 公認会計士 山 下 聡

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社TAKARA & COMPANYの2024年６月１日から

2025年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年６月１日から2024年８月31日まで）及び第１四

半期連結累計期間（2024年６月１日から2024年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
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職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


